注記（一般会計・府民文化部財務諸表）
１．偶発債務
（１）債務保証または損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの
主なもの
	事項
	期間
	限度額

	平成12年度大阪府育英会事業資金借入金損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
	44億25百万円

	平成13年度大阪府育英会事業資金借入金損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成26年度
	63億66百万円

	平成18年度大阪府育英会事業損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成42年度
	124億71百万円

	平成19年度大阪府育英会事業損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成43年度
	135億47百万円

	平成20年度大阪府育英会事業損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成37年度
	55億44百万円の借入金の
元金及び利子

	平成21年度大阪府育英会事業損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成38年度
	51億円の借入金の元金及び利子

	平成22年度大阪府育英会事業損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成39年度
	12億24百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

	平成23年度大阪府育英会事業損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成40年度
	5億15百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

	大阪府育英会奨学金事業にかかる資金借入に対する損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成33年度
	324億82百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金


	平成10年度私立学校老朽施設改善資金融資損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成3２年度
	9億円

	平成1２年度私立学校老朽施設改善資金融資損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成34年度
	6億43百万円

	平成1３年度私立学校老朽施設改善資金融資損失補償
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成3５年度
	10億35百万円


２．追加情報
（１）固定資産の減損の状況
　　
	区分
	種類
	件数
	減損損失額


	
	
	
	百万円

	行政財産
	土地
	
	
	

	
	建物
	
	
	

	普通財産
	土地
	３
	６９０４
	

	
	建物
	２
	８３２
	

	
	工作物
	１
	３６
	


（２）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
主なもの
	事項
	期間
	支出予定額

	大阪府育英会大学等就学支援利子補給事業費補助金
【一般会計・府民文化部・大阪府育英会事業】
	平成25年度
～
平成53年度
	　　　　　１０百万円


（３）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
①府民文化部の概要
『府民の目線　府民が起点　めざせ府民満足度Ｎｏ.１！』をキャッチフレーズに、私学の振興、府立大学、人権施策の推進、男女共同参画社会づくりの推進、ボランティア・ＮＰＯ活動の促進、広報・広聴・情報公開、大阪の都市魅力向上推進、文化振興、生涯スポーツの振興、観光振興、国際交流、消費者保護などの役割を担っています。
　　　②当該事業に関し説明すべき固有の事項
　　　　　○江之子島文化芸術創造センター管理運営事業
平成２４年４月１日に江之子島文化芸術創造センターを開設し、平成２３年度末をもって廃止した現代美術センターが有していた機能（現代美術センター管理運営事業）を引き継ぐとともに、アーティストやデザイナーの交流・活動拠点として運営しています。
○大学修学奨励事業
本事業は、修学資金の貸付という修学者への支援のみならず、償還免除規定を設けることにより、有資格者等、より質の高い人材の確保など修学の成果を地域に還元させることもその目的としております。
よって、貸付金のうち大阪府大学修学奨学金貸付金513,916,100円には、こうした施策的な観点から、償
　　　　　　還を免除する見込みの金額を含みます。
　　　　　　　
　　　　　○地域力再生支援事業
　　　　　　　小学校に学校支援地域本部をはじめとする地域住民の交流・活動拠点を整備するとともに、これらを活用し、小学校区単位で防犯、防災、高齢者の見守りなど地域住民の取組みが広がるよう、平成22年度及び平成23年度の２ヵ年の集中的取組みとして実施しました。
　　　　　　　平成23年度末をもって事業は終了。
　　　　　○緑化・自然環境保全事業
　　　　　　　平成２４年度より本事業は都市魅力創造事業と一体的に取り組むこととなり、都市魅力創造事業に組み込むこととなりました。

